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 当社は、本日開催の取締役会において、株式会社エヌ・ティ・ティ

「ＴＶまるごとサポートサービス」の譲受を決議し、事業譲受契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。

 なお、本事業譲受は、東京証券取引所の規則に定める適時開示

め、任意開示するものであります。そのため、開示事項の項目・内容を一部省略しております。

 
１．事業譲受の理由  

当社グループを取り巻く事業環境といたしまして

関連機器の市場においても変革期を迎えております。

この度、当社が集合住宅向けテレビ保守サービスの

にするための商品開発とサービス展開を行い、集合住宅の

これらを総合的に勘案した結果、より

しました。 
 

２．事業譲受の概要 
（１）対象事業の内容 

ＮＴＴ－ＭＥの「ＴＶまるごとサポートサービス

 

（２）対象事業の経営成績 

対象事業の経営成績に関しては、守秘義務契約に基づき非開示としております。

 

（３） 対象事業の資産、負債の項目及び金額

対象事業の資産、負債に関しては、守秘義務契約に基づき

 

（４） 譲受価額及び決済方法 

現金決済といたします。 

なお、譲受価額に関しては、守秘義務契約に基づき

告を基礎として、将来の収益に対する見積り等を
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事業の譲受に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社エヌ・ティ・ティ エムイー（以下、「ＮＴＴ－ＭＥ

まるごとサポートサービス」の譲受を決議し、事業譲受契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。

なお、本事業譲受は、東京証券取引所の規則に定める適時開示の基準には該当いたしませんが、

め、任意開示するものであります。そのため、開示事項の項目・内容を一部省略しております。

 

記 

といたしましては、将来の国内人口や新築住宅着工戸数の減少

を迎えております。 
集合住宅向けテレビ保守サービスの譲受を行うことで、市場との接点を増やし

商品開発とサービス展開を行い、集合住宅の資産価値向上にも寄与いたします。

、より一層の収益性の向上や競争力の強化に資するものと判断し、

ＴＶまるごとサポートサービス」 

対象事業の経営成績に関しては、守秘義務契約に基づき非開示としております。 

資産、負債の項目及び金額 

、守秘義務契約に基づき非開示としております。 

、守秘義務契約に基づき非開示としておりますが、適正に作成された第三者機関の評価算定報

将来の収益に対する見積り等を考慮し、相手先と協議して決定したものであります。

会 社 名 日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長

（東証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０）

問 合 せ 先 専務取締役管理本部長

 ＴＥＬ ０３－３８９３－５２２１

   
 
 
 

2019年８月８日 

 

ＮＴＴ－ＭＥ」といいます。）の

まるごとサポートサービス」の譲受を決議し、事業譲受契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

該当いたしませんが、有用な情報と判断したた

め、任意開示するものであります。そのため、開示事項の項目・内容を一部省略しております。 

や新築住宅着工戸数の減少が予測され、テレビ受信

接点を増やし皆さまの暮らしをより豊か

資産価値向上にも寄与いたします。 
に資するものと判断し、譲受を行うことといた

適正に作成された第三者機関の評価算定報

、相手先と協議して決定したものであります。 

日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社 

代 表 取 締 役 社 長 瀧 澤 功 一 
（東証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０） 

取締役管理本部長  清 水 重 三 
０３－３８９３－５２２１ 
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３．相手先の概要 
（１） 名称 株式会社エヌ・ティ・ティ エムイー 

（２） 所在地 東京都豊島区東池袋三丁目21番14号 ＮＴＴ新池袋ビル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤本 秀雄 

（４） 事業内容 
電気通信及び情報通信等に関する事業 

ビジネスサポートに関する事業 

（５） 資本金 １億円 

（６） 設立年月日 1999年４月１日 

（７） 大株主及び持株比率 東日本電信電話株式会社 100％ 

（８） 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

 

４．日程 

取締役会決議 2019年８月８日 

事業譲受契約締結日 2019年８月８日 

事業譲受期日 2020年１月１日（予定） 

 

５．連結業績に与える影響 

本事業譲受が2020年３月期の連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおり、2019年５月14日に公表した2020年３月

期の連結業績予想に変更はありません。開示すべき事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 
 
 

以上 

                                                          


